
平
成
23
年
度　

人
事
異
動
方
針
と
機
構
改
革

　

今
年
度
の
人
事
異
動
に
あ
た
っ
て

は
、
本
庁
と
支
所
と
の
事
務
事
業
執
行

体
制
の
見
直
し
を
行
い
、
農
林
業
の
基

盤
整
備
、
土
木
建
設
事
業
な
ど
の
効
率

的
推
進
を
図
る
た
め
、
執
行
体
制
の
再

編
を
行
い
ま
し
た
。
ま
た
、
職
場
の
活

性
化
を
図
る
た
め
、
長
期
勤
務
︵
概
ね

４
年
以
上
︶
と
な
る
職
員
は
可
能
な
限

り
異
動
さ
せ
る
こ
と
を
基
本
に
、
適
材

適
所
の
人
事
配
置
に
努
め
ま
し
た
。

１　

機
構
改
革

︵
１
︶　�

建
設
農
林
部
門
の
効
率
的
事
業

推
進

　
　
　

○�

支
所
の
工
務
部
門
を
本
庁
に

配
置
転
換
し
、
効
率
的
な
事

業
推
進
体
制
を
整
え
ま
し

た
。

︵
２
︶　

支
所
組
織
の
再
編　

　
　
　

○�

支
所
長
を
専
任
配
置
と
し
ま

し
た
。

　
　
　

○�

支
所
の
総
務
課
、
市
民
福
祉

課
、
産
業
建
設
課
を
１
つ
の

課
︵
地
域
振
興
課
︶
に
再
編

統
合
し
ま
し
た
。

　
　
　

○�

各
支
所
の
地
域
振
興
課
に

は
、
地
域
調
整
係
、
市
民
福

祉
係
、
地
域
づ
く
り
係
を
置

き
ま
し
た
。

　
　
　

○�

こ
れ
ま
で
、
長
浜
支
所
に

あ
っ
た
産
業
建
設
課
の
う

ち
、
港
湾
水
産
部
門
に
つ
い

て
は
、
港
湾
水
産
課
を
新
設

し
、
港
湾
水
産
対
策
を
推
進

し
ま
す
。

２�　

主
要
な
事
務
事
業
推
進
の
た

め
の
人
事
配
置

　

室
の
新
設

　
　
　

○�

生
涯
学
習
課
へ
国
民
体
育
大

会
準
備
室
を
新
設
し
て
、
国

体
受
入
れ
体
制
の
整
備
を
図

り
ま
し
た
。

３　

異
動
総
数

・
異
動
総
数　

３
５
９
人

�

︵
昨
年
度�

３
５
７
人
︶

・
異　
動　
率　

45
・
８
％

�

︵
昨
年
度�

43
・
９
％
︶

・
新
規
採
用　

15
人

・
退　
　

職　

28
人

４　

新
規
採
用
職
員

　

田　

中　

太　

尊
︵
企
画
調
整
課
︶

　

村　

上　

浩　

一
︵
税
務
課
︶

　

三　

好　

恵　

里
︵
市
民
課
︶

　

曽
根
岡　
　
　

諒
︵
社
会
福
祉
課
︶

　

鶴　

岡　
　
　

済
︵
高
齢
福
祉
課
︶

　

久　

保　

圭　

一
︵
治
水
第
１
課
︶

　

大　

谷　

彩　

香
︵
大
洲
保
育
所
︶

　

三　

瀬　

由
希
子
︵
新
谷
保
育
所
︶

　

濵　

上　

智　

子︵
河
辺
診
療
所
長
︶

　

山　

本　

あ
か
ね

�

︵
市
立
大
洲
病
院
検
査
室
︶

　

福　

居　

正　

美

�

︵
市
立
大
洲
病
院
看
護
部
︶

　

福　

居　

ゆ
か
り

�

︵
市
立
大
洲
病
院
看
護
部
︶

　

井　

上　

愛
紀
子

�

︵
市
立
大
洲
病
院
看
護
部
︶

　

三　

好　

香　

菜

�

︵
市
立
大
洲
病
院
看
護
部
︶

　

鎌　

田　

健　

太

�

︵
市
立
大
洲
病
院
看
護
部
︶

広報大洲 ５月号7



衛　生　費
・ 子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小

児用肺炎球菌ワクチンの接種費用を全額公費
で負担します。 （9,095万円）

・ 救急医療を担う病院を引き続き支援し、さら
に小児在宅当番医、産科医などの確保も継続
して支援します。 （4,834万円）

・東大洲に休日夜間急患センターを建築します。
 （１億7,224万円）

・合併浄化槽の設置を支援します。
 （3,604万円）

・ 住宅用太陽光発電システムの設置に対し助成
します。 （800万円）

土　木　費
・ 国の肱川橋の架け替え事業に合わせて、事業

終了後の町並みや商業環境について、住民主
体で議論を行う組織の育成と支援を行います。

（34１万円）

・市道の新設、改良、維持修繕を行います。
 （6億442万円）

・ 辺地、過疎対策事業として、市道の改良・舗
装などを行います。 （5億6,000万円）

・港湾の改修、局部改良を行います。
（2,905万円）

・�岩谷地区の防火水槽整備と道路の維持補修を
行います。� （１,280万円）

消　防　費
・防災行政無線を整備します。 （１,700万円）

・消防団活動や設備の維持管理を行います。
 （7,476万円）

・消防施設を整備します。 （2,5１7万円）

・ 大洲市と内子町で構成する広域消防事務組合
への負担金です。 （7億826万円）

教　育　費
・学校給食センターを整備します。
 （１億9,993万円）

・ 小学校の統廃合に伴うスクールバスの購入や
事前交流会を行います。 （2,03１万円）

・新谷小学校と喜多小学校の校舎を改築します。
 （9億5,677万円）

・幼稚園を運営する経費です。
 （１億3,１78万円）

平成23年度の予算規模

区　　　　分 当初予算 対前年比

一　　般　　会　　計 252億3,000万円 5.6％

特
　
別
　
会
　
計

国 民 健 康 保 険 60億5,795万円 2.8　

国 民 健 康 保 険 診 療 所 9,556万円 4.2　

後 期 高 齢 者 医 療 5億5,995万円 △4.1　

介護
保険

介 護 保 険 勘 定 42億8,902万円 4.1　

介護サービス勘定 3,789万円 4.4　

簡 易 水 道 事 業 2億8,629万円 △20.3　

港 湾 施 設 事 業 2,600万円 47.0　

土 地 取 得 造 成 1億6,556万円 △1.8　

土 地 区 画 整 理 事 業 1億1,101万円 88.4　

住宅新築資金等貸付事業 1,373万円 △12.8　

農 業 集 落 排 水 事 業 2,748万円 △3.7　

公 共 下 水 道 事 業 6億8,102万円 4.9　

駐 車 場 事 業 2,297万円 △0.2　

温 泉 事 業 1,671万円 225.3　

商 業 集 積 施 設 管 理 318万円 0.0　

小　　　　　計 123億9,432万円 2.8　

企 

業 

会 

計

水 道 17億201万円 9.0　

工 業 用 水 道 4,074万円 △30.9　

病 院 38億6,947万円 △3.7　

小　　　　　計 56億1,222万円 △0.5　

合　　　　　　　計 432億3,654万円 3.9　
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平成23年度　当初予算と主要施策
　「元気な大洲のまちづくり」のために、地域振興と産業振興、地域医療の確保および教育施設整備を重
点分野とした施策を行います。

�

総　務　費
・大洲市でがんばるひとを応援します。
 （１,600万円）

・ 難視聴地域の地上デジタル放送移行を支援し
ます。 （１億3,392万円）

・ ガードレールなどの交通安全施設を整備しま
す。 （１,250万円）

・県議会議員選挙の経費です。 （2,2１１万円）

民　生　費
・ 民生児童委員の活動報償費などの見直しを行

い、待遇改善を行います。 （2,2１4万円）

・子ども手当を支給します。 （１0億5１0万円）

・市内６か所で学童保育を実施します。
 （2,83１万円）

・社会福祉協議会の運営を支援します。
 （6,576万円）

・ 乳幼児、母子家庭、重度心身障害者の医療費
を助成します。 （3億１92万円）

・市内保育所の運営経費です。 （9億4,973万円）

・介護保険会計を支援します。 （6億4,１68万円）

農林水産業費
・イノシシなどの有害鳥獣対策を支援します。
 （１,829万円）

・新谷地区と長浜地区の地籍調査を行います。
 （8,284万円）

・中山間地域の農地の維持、保全を図ります。
 （6,208万円）

・ 南予産材を活用する木造住宅の建築を支援し
ます。 （600万円）

商　工　費
・企業誘致を推進します。 （7,942万円）

・ 大洲の農林水産物を活かした加工食品をブラ
ンド化します。 （33１万円）

・ 大洲市観光協会や各種イベントへの補助金で
す。 （2,7１9万円）

歳
  入

歳
  出

歳　　入
252億３千万円
（100％）

地方交付税
108億4,187万円
（43.0％）

市税
40億4,028万円
（16.0％）

市債
30億3,884万円
（12.0％）

国庫支出金
23億9,136万円
（9.5％）

県支出金
17億1,508万円
（6.8％）

繰入金
3,8００万円
（0.2％）

繰越金
8億円
（3.2％）

その他
23億6,457万円
（9.3％）

民生費
74億101万円
（29.3％）

公債費
37億5,943万円
（14.9％）

土木費
28億4,520万円
（11.3％）

総務費
30億1,919万円
（12.0％） 教育費

30億2,336万円
（12.0％）

農林水産業費
８億1,420万円
（3.2％）

その他 ９億1,820万円
　　　　　　（3.6％）

消防費
９億986万円
（3.6％）

消防費
９億986万円
（3.6％）

衛生費
25億3,955万円
（10.1％）

衛生費
25億3,955万円
（10.1％）

歳　　出
252億３千万円
（100％）

歳
  入

歳
  出

歳　　入
252億３千万円
（100％）

地方交付税
108億4,187万円
（43.0％）

市税
40億4,028万円
（16.0％）

市債
30億3,884万円
（12.0％）

国庫支出金
23億9,136万円
（9.5％）

県支出金
17億1,508万円
（6.8％）

繰入金
3,8００万円
（0.2％）

繰越金
8億円
（3.2％）

その他
23億6,457万円
（9.3％）

民生費
74億101万円
（29.3％）

公債費
37億5,943万円
（14.9％）

土木費
28億4,520万円
（11.3％）

総務費
30億1,919万円
（12.0％） 教育費

30億2,336万円
（12.0％）

農林水産業費
８億1,420万円
（3.2％）

その他 ９億1,820万円
　　　　　　（3.6％）

消防費
９億986万円
（3.6％）

消防費
９億986万円
（3.6％）

衛生費
25億3,955万円
（10.1％）

衛生費
25億3,955万円
（10.1％）

歳　　出
252億３千万円
（100％）

一般会計の構成
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学校施設の耐震化の状況（平成23年３月１日現在）

区　分 学校数 全棟数
 Ａ

新 耐 震 基
準 適 用 棟
数 Ｂ

旧耐震基準 耐 震 化 率
（Ｂ＋Ｃ）
／Ａ

適 用
棟 数

うち耐震
化棟数 Ｃ

小学校 28 70 42 28 5 67.1％

中学校 9 30 9 21 3 40.0％

小・中　計 37 100 51 49 8 59.0％

幼稚園 9 6 4 2 1 83.3％

計 46 106 55 51 9 60.4％

学
校
施
設
の
耐
震
化
の
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

用
語
解
説

●
構
造

　
　
﹁
Ｒ
Ｃ
﹂
：
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

　
　
﹁
Ｓ
﹂　
　

：
鉄
骨
造

●
耐
震
診
断

　

�　
﹁
第
２
次
診
断
﹂
：
個
別
の
建
物

の
耐
震
性
能
を
詳
細
に
評
価
す
る
診

断
方
法
で
す
。

●
耐
震
基
準

　

�　
﹁
新
耐
震
﹂
：
新
耐
震
基
準
施
行

︵
昭
和
56
年
６
月
１
日
︶
以
降
に
建

築
さ
れ
た
建
物
で
す
。
こ
の
基
準
の

建
物
は
大
規
模
地
震
︵
震
度
６
強
程

度
︶
に
対
し
て
、
構
造
体
に
損
傷
が

生
じ
て
も
倒
壊
す
る
こ
と
な
く
人
命

に
被
害
が
で
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と

を
基
本
に
設
計
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

�　
﹁
旧
耐
震
﹂
：
新
耐
震
基
準
施
行

︵
昭
和
56
年
６
月
１
日
︶
前
に
建
築

さ
れ
た
建
物
で
す
。

●
﹁
Ｉ
ｓ
値
﹂︵
構
造
耐
震
指
標
︶

　

�　

建
築
物
の
耐
震
性
能
︵
地
震
に
対

す
る
安
全
性
︶
を
判
断
す
る
た
め
に

数
値
化
し
た
も
の
で
、
そ
の
値
が
大

き
い
ほ
ど
耐
震
性
能
が
高
い
こ
と
を

表
し
ま
す
。

　

学
校
施
設
︵
小
・
中
学
校
、
幼
稚
園
︶

は
、
児
童
・
生
徒
な
ど
が
１
日
の
大
半

を
過
ご
す
活
動
の
場
で
あ
り
、
災
害
発

生
時
に
は
地
域
住
民
の
避
難
所
と
し
て

の
役
割
も
果
た
し
ま
す
。
そ
の
た
め
、

そ
の
安
全
性
の
確
保
は
極
め
て
重
要
で

す
。

　

大
洲
市
で
は
、建
築
基
準
法
改
正︵
昭

和
56
年
６
月
︶
前
に
建
築
さ
れ
た
校
舎

な
ど
の
う
ち
、
耐
震
性
が
確
認
さ
れ
て

い
な
い
建
物
を
対
象
に
、
平
成
20
年
度

か
ら
耐
震
診
断
第
２
次
診
断
を
実
施
し

ま
し
た
。

　

こ
の
度
、
こ
れ
ま
で
実
施
し
て
き
た

耐
震
診
断
の
結
果
が
ま
と
ま
り
ま
し
た

の
で
、
建
物
ご
と
の
状
況
を
公
表
し
ま

す
。

　

大
洲
市
で
は
、
こ
れ
か
ら
も
施
設
の

耐
震
化
を
さ
ら
に
進
め
て
い
き
ま
す
の

で
、
一
層
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

耐
震
化
工
事
の
状
況

平
成
12
年
度
実
施

　

大
洲
南
中
学
校
校
舎
補
強
︵
３
棟
︶

平
成
21
～
22
年
度
実
施

　

喜
多
小
学
校
西
校
舎
補
強
︵
１
棟
︶

　

長
浜
小
学
校
校
舎
補
強
︵
１
棟
︶

平
成
22
～
23
年
度
実
施
中

　

新
谷
小
学
校
校
舎
改
築
︵
１
棟
︶

　

菅
田
小
学
校
校
舎
補
強
︵
１
棟
︶

平
成
23
～
24
年
度
予
定

　

喜
多
小
学
校
北
校
舎
改
築
︵
１
棟
︶

喜多小学校（西校舎）ＲＣ　３階建

　○鉄骨ブレース補強　　　２か所

　○耐震補強に伴う関連工事

長浜小学校（校舎）ＲＣ　４階建

　○鉄骨ブレース補強　　10か所
　○構造スリット　　　　４か所
　○増設壁補強　　　　　３か所
　○耐震補強に伴う関連工事

注）休校中の学校（戒川小学校）は除く。
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学校施設耐震診断結果一覧表（平成23年３月１日現在）
学 校 名 建　物　区　分 建 設 年 月 構　造 面積（㎡） 診断結果（Ｉｓ値）

喜 多 小
校舎（北校舎） Ｓ48. 3 ＲＣ １,633 0.１5
校舎（西校舎） Ｓ53. 3 689 （補強後）　0.85
体育館 Ｓ50. 5 Ｓ 899 0.１3

平 小
校舎（北校舎西） Ｓ50. 7 ＲＣ １,288 0.60
校舎（西校舎北） Ｓ54. 3 804 0.45
体育館 Ｓ5１. 3 Ｓ 532 0.26

平 野 小
校舎 Ｓ48. 7 ＲＣ １,１35 0.25校舎（３階） Ｓ48.１0 Ｓ １30
校舎（西校舎） Ｓ54. 3 ＲＣ 530 0.26

南 久 米 小 校舎 Ｓ48. 7 ＲＣ 8１2 0.54
菅 田 小 校舎 Ｓ49. 5 ＲＣ １,88１ 0.56
大 成 小 校舎 Ｓ56. 3 ＲＣ １,500 0.53
蔵 川 小 校舎 Ｓ52. 3 ＲＣ １,１62 0.63
田 処 小 校舎 Ｓ56. 3 ＲＣ 700 0.77
新 谷 小 校舎 Ｓ43.１１ ＲＣ １,8１3 耐力度調査 （改築中）

粟 津 小 校舎 Ｓ55. 2 ＲＣ 88１ 0.7１
体育館 Ｓ45. 3 Ｓ 480 0.3１

上 須 戒 小 校舎 Ｓ55. 2 ＲＣ １,254 0.5１
体育館 Ｓ56. 2 680 0.3１

白 滝 小 体育館 Ｓ52. 3 ＲＣ 525 0.34

大 和 小 校舎 Ｓ47. 3 ＲＣ １,568 未評定
体育館 Ｓ37. 3 Ｓ 3１3 0.35

櫛 生 小 校舎 Ｓ48. １ ＲＣ １,450 0.25

長 浜 小 校舎 Ｓ55.１0 ＲＣ 3,734 （補強後）　0.7１
体育館 Ｓ39. 3 524 0.48

喜 多 灘 小 校舎 Ｓ49. 3 ＲＣ １,4１5 0.27
校舎（プール棟） Ｓ52. 8 １64 0.72

予 子 林 小 校舎 Ｓ4１. 3 ＲＣ 537 0.25

大 洲 南 中

校舎 Ｓ35. 5 ＲＣ １,794 （補強後）　0.80
校舎 Ｓ45. 3 ＲＣ 584 （補強後）　0.82
校舎 Ｓ45. 3 ＲＣ 564 （補強後）　0.84
校舎（特別教棟） Ｓ5１. 7 ＲＣ 375 0.44
体育館 Ｓ38. 9 Ｓ 7１3 0.2１

大 洲 北 中

校舎（普通教棟） Ｓ46. 3
ＲＣ

１,389 0.１6
校舎（特別教棟） Ｓ47. 3 １,6１2 0.24
校舎（管理棟） Ｓ47. 3 １,020 0.49
校舎（技術教棟） Ｓ47. 3 Ｓ 225 0.36
体育館 Ｓ47.１0 Ｓ １,235 0.１5

肱 東 中 体育館 Ｓ55. 3 ＲＣ 720 0.23
新 谷 中 体育館 Ｓ42.１１ Ｓ 722 0.26
大 洲 東 中 体育館 Ｓ39.１0 Ｓ 780 0.0１

長 浜 中

校舎（普通教棟） Ｓ42. 7

ＲＣ

2,505 0.36
校舎（特別教棟） Ｓ42.１１ 2,497 0.１8
校舎（管理棟） Ｓ42.１１ 920 0.5１
体育館 Ｓ43.１１ 996 0.04

肱 川 中 校舎 Ｓ37. 3 ＲＣ １,986 0.25
体育館 Ｓ39. 3 １,066 0.１2

河 辺 中 校舎 Ｓ49. 3 ＲＣ １,640 0.4１
体育館 Ｓ49.１0 Ｓ 9１3 0.2１

喜 多 幼 園舎 Ｓ5１. 8 ＲＣ 544 １.28
中 野 幼 園舎 Ｓ56. 3 Ｓ 338 0.28

※�昭和56年以前の旧耐震基準により建築された学校施設で、木造以外の校舎などで階数が２階以上、または延床面積の合計が200㎡を
超える施設が耐震化の対象です。
※�国土交通省告示において安全の目安としてＩｓ値が0.6以上の場合は、耐震性がある建物とされています。なお、文部科学省では、
学校施設の耐震性能としてＩｓ値0.7を超える安全性を求められています。
※この一覧表は、旧耐震基準により建築された建物のみ掲載しています。
　なお、大洲市公式ホームページに全建物の一覧を掲載しています。
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